
 

 
 

 

 

 

第６期白石町高齢者福祉計画 

 
 

（令和３年度～令和５年度） 

 

 

 

 

 

令和３年３月 

白 石 町 



 

目 次 

 

第１章 計画策定の趣旨 

１ 計画策定の背景と趣旨 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

２ 計画の性格・位置づけ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

３ 計画の進行管理 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

 

第２章 高齢者を取り巻く現況 

１ 人口推計と高齢化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

２ 要介護（支援）認定者数の推移 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

 

第３章 計画の目標 

１ 基本理念 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

２ 基本目標 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 

３ 施策の体系 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９ 

 

第４章 施策の展開 

１ 地域包括ケアの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

２ 高齢者の社会参加と生きがいづくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

３ 介護予防の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

４ 高齢者の在宅福祉の充実 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

５ 認知症施策の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４ 

６ 地域における自立した日常生活の支援・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

７ 高齢者の安全・安心の確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７ 

 

第５章 計画の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８ 

  

 

資料 

 ○白石町高齢者福祉計画策定委員会委員名簿 ・・・・・・・・・・・・・・・２９ 

 ○白石町高齢者福祉計画策定委員会設置規則 ・・・・・・・・・・・・・・・３０ 



 
第１章 計画策定の趣旨 

１ 

第１章  計画策定の趣旨 

 

１ 計画策定の背景と趣旨 

 

わが国の総人口は、令和元年（2019）１０月１日現在、1 億 2,617 万人、

65 歳以上人口は、3,589 万人となっており、総人口に占める割合（高齢化

率）は 28.4％であり、年々高齢化が進んでいます。  

本町の総人口は、令和２年９月末現在、22,501 人、65 歳以上人口は、

7,881 人となっており、高齢化率は 35.0％と高齢化は国よりさらに進んで

います。今後においても高齢化がさらに進んでいくとともに認知症高齢者

も増加すると見込まれます。 

 本町では、平成３０年３月に『第５期白石町高齢者福祉計画』を策定し、

これに基づいて様々な施策・事業を展開してきました。  

今後、団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年（令和７年）までに大

きく人口構造が変化する中で、予防や介護、医療の需要はさらに増加する

ものと考えられることから、その需要に応じることが可能なしくみを充実

させるとともに、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した日常生活

を営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日

常生活の支援が包括的に確保される地域包括ケアシステムを充実し、「高

齢者が住み慣れた地域で安心して生き生きと暮らせるまちづくり」を進め

ていきます。 

 このような高齢者施策に取組んでいくための計画として、今回新たに

『第６期白石町高齢者福祉計画』を策定します。  

 

 

 

 

 

 

 



 
第１章 計画策定の趣旨 

２ 

【白石町社会福祉協議会】  

白石町地域福祉活動計画  

２ 計画の性格・位置づけ 

高齢者福祉計画は、老人福祉法第 20 条の 8 の規定に基づき策定するも

のであり、本町における高齢者に関する福祉施策全般にわたる計画です。

その基本的な目標を定めるとともに、取り組むべき施策全般を盛り込んだ

計画として定めます。白石町総合計画を上位計画とし、国及び県それぞれ

が策定した関連計画や、町が策定した各種計画等との整合を図ります。  

また、本計画は、介護保険の給付対象及び給付対象外の老人福祉事業を

含めた、地域における老人福祉事業全般に渡るサービス提供体制の確保と

して位置づけられており、介護保険法第１１７条による杵藤地区広域市町

村圏組合において策定されている杵藤地区広域市町村圏組合介護保険事

業計画とも整合性を図ります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉分野における関連計画と本計画の連携イメージ 

白石町総合計画 
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【佐賀県】  

さがゴールドプラン２１  

（第８期）  

【杵藤地区広域市町村圏組合】  

第８期介護保険事業計画  

（令和３年度～令和５年度）  

介護保険法 117 条  



 
第１章 計画策定の趣旨 
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３ 計画の進行管理 

 

(1) 計画の期間と見直し時期  

本計画は、令和３年度を初年度として令和５年度までの３年間の計画

とし、令和５年度中に見直すこととします。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 計画の推進状況の点検・評価 

計画の推進にあたっては、各年度において地域包括支援センター運営

委員会等各種関連団体との意見交換や事務事業評価に基づく自己点検

などにより、計画の内容及び進捗状況を点検・評価し、点検結果に基づ

く必要な対策を講じていきます。 

また、法制度の改正や社会情勢等の状況に応じて随時、見直し・改善

を図るものとします。 

計画名
平成
30年度

令和
元年度

令和
２年度

令和
３年度

令和
４年度

令和
５年度

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

総合計画

高齢者福祉
計画

杵藤地区広域
市町村圏組合

介護保険事業
計画

佐賀県 さがｺﾞｰﾙﾄ ﾞ ﾌﾟﾗﾝ２１

白石町

第５期計画

第７期計画

第６期計画 第７期計画

第８期計画 第９期計画

第８期プラン 第９期プラン第７期プラン

第２次計画 第３次計画



第２章 高齢者を取り巻く現況 
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第２章 高齢者を取り巻く現況 

 

１ 人口推計と高齢化 

白石町の人口は平成１７年の合併から年々減少しており、令和２年９月末時点

で、22,501 人と、前年に比べ約 1.7％減少しました。将来の推計では、６４歳

以下の人口は急激に減少しているのに対し、高齢者人口は、ほぼ横ばい状態で推

移していくものと思われます。 

そのため、高齢化率は、令和２年度 35％を超え、令和５年度には 36.7％にな

ると推計され、将来にわたって伸び続けると考えています。 

【人口と高齢者数の推移】（各年度９月末）              （単位：人）                         

  平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

0～14 歳 2,775 2,722 2,621 2,539 2,447 2,343 

15～39 歳 5,307 5,090 4,901 4,739 4,575 4,452 

40～64 歳 7,449 7,261 7,098 6,958 6,837 6,698 

65 歳以上 7,785 7,816 7,881 7,860 7,838 7,808 

 
65～74 歳 3,387 3,491 3,640 3,730 3,707 3,632 

 
75 歳以上 4,398 4,325 4,241 4,130 4,131 4,176 

総人口 23,316 22,889 22,501 22,096 21,697 21,301 

高齢化率 33.4％ 34.1％ 35.0％ 35.6％ 36.1％ 36.7％ 

※平成 30 年～令和 2 年は住民基本台帳人口(除く外国人) 
※令和 3 年～令和 5 年は第 8 期介護保険事業計画策定時推計人口 
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５ 

 

２ 要介護（支援）認定者数の推移 

本町の要介護（支援）認定者数は、令和２年９月末現在1,502人となっていま

す。 

 また、介護度別の分布は、要介護１が最も多く、次いで要介護２となっており、

この傾向は当面続くものと考えています。 

 認定率は、平成２９年度からは、低下していましたが、令和２年度以降、認定

者数は微増していき、高齢者数に対する認定者数の割合は２０％前後で推移して

いくと考えられます。 

【要介護（支援）認定者数の推移】（各年度９月末）          （単位：人） 

区分 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

要支援１ 207 207 204 204 203 204 

要支援２ 179 176 175 176 178 178 

要介護１ 368 352 328 328 333 332 

要介護２ 295 272 265 266 270 270 

要介護３ 203 199 212 214 217 216 

要介護４ 199 181 189 189 191 190 

要介護５ 151 127 129 130 130 132 

合 計 1,602 1,514 1,502 1,507 1,522 1,522 

認定率 20.6％ 19.4％ 19.1％ 19.2％ 19.4％ 19.5％ 

※平成 30 年～令和 2 年は実績、令和 3 年～令和 5 年は第 8 期介護保険事業計画策定時推計値 
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第３章 計画の目標 

１ 基本理念 

 

 

高齢者が住み慣れた地域で 

 

安心して生き生きと暮らせるまちづくり 

 

   

高齢化の進展とともに、認知症や高齢に伴う身体の不自由な方の割合が

増加していく反面、それを支える世代は減少していく見込みであり、高齢

者を取り巻く環境はますます厳しい状況になっています。 

しかしながら、住み慣れた地域や家庭で、安心して生き生きと暮らし続

けることは、誰もの願いです。 

その実現のためには、ひとりひとりが豊かな生活を送るために努力する

「自助」、近隣の方々、また町民が豊かな地域づくりに協力・協働する「共

助」、そして法律や制度に基づき、行政機関などが提供するサービスなど

の「公助」、この３つの“助”を、すべての町民がそれぞれの家庭や地域

の中でお互いに理解し、実践していくことが重要です。 

本町では、「高齢者が住み慣れた地域で安心して生き生きと暮らせるま

ちづくり」を基本理念に掲げ、さまざまな施策を展開してきました。 

重度の要介護状態になっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人

生の最期まで続けることができるよう、住まい・生活支援・介護予防・医

療・介護が連携し、一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の実現

に向けて取組を進めてきました。 

 本計画では、理念やこれまでの取組を発展的に受け継ぎながら、ともに

支えあい助け合う地域社会の実現を目指し、３つの“助”を適切に効果的

に展開していくことを目指して、本計画を進めていきます。 
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７ 

 

２ 基本目標 

 本計画を推進するにあたって、基本理念を実現するために、次の７つの

基本目標を掲げ、各種施策を推進します。 

 

(1) 地域包括ケアの推進 

まちづくりにおいて、高齢者の自立した生活に配慮した、安全で活動

しやすい環境整備を進めていきます。 

また、高齢者のみの世帯が増える中で、地域による助け合いや見守り

活動が充実するよう図っていきます。 

 

(2) 高齢者の社会参加と生きがいづくりの推進 

活力ある健康長寿社会を実現するためには、高齢者が生きがいを持っ

て、心豊かに生活することが重要です。 

このため、高齢者が趣味や地域行事、生産活動などを通じた社会参加

の機会の提供を促進します。また、多世代交流を通じ、すべての人と人

とがつながり支えあうことで、安全・安心を実感でき、愛着を持って住

み続けられる町となるよう地域づくりに取り組みます。 

 

 (3) 介護予防の推進 

住み慣れた地域で自分らしく安心して暮らせるようにするために、介

護予防に努めていくことが大切です。比較的元気な人は今の健康状態が

保てるように、加齢や疾病による身体機能や認知機能の低下をきたした

人には悪化しないように、その状態に応じた効果的な介護予防事業を提

供し、高齢者が尊厳をもって生活できるように支援していきます。 

 

(4) 高齢者の在宅福祉の充実 

  加齢に伴い認知症など支障が生じても、高齢者の尊厳が守られ安心し

て生活を送ることができるよう、介護保険サービスをはじめ、町独自の

総合事業や在宅福祉サービスの充実を図り、生活を支援するさまざまな
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８ 

 

サービスを、それぞれの身体状況に応じて提供していきます。 

 

(5) 認知症施策の推進 

  今後高齢化の進展に伴い認知症の人が増加することが予測されるた

め、これまで以上に地域全体で支えていく必要があります。本人のケア

や介護する家族等への支援に努めるとともに、すべての人が認知症への

理解を深め、自らの問題として認識し、高齢者の尊厳が保持される環境

の整備に努めます。 

 

(6) 地域における自立した日常生活の支援 

  介護事業所による既存のサービスに加えて、ＮＰＯ、民間企業、ボラ

ンティアなど、地域の協力を受けながら高齢者の支援を行います。 

 

(7) 高齢者の安全・安心の確保 

  若年人口は減少し、高齢者層の割合が増えて行く中で、高齢者が被災

者・被害者となることが多い災害や事件、事故に対して少しでも被害の

軽減ができるよう、行政と地域の連携が必要です。高齢者が孤立するこ

とがないよう、地域のコミュニケーションの活性化を図り、住民同士が

お互い情報を提供し、支え合いながら暮らすことができる地域づくりに

努めます。 
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３ 施策の体系 

 計画の体系は以下のとおりです。 

 

基本理念 基本目標 主要施策 
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１ 地域包括ケアの推進 

 

 

 

 

 

 

 

（1）地域包括支援センターの機能

強化 

（2）地域包括ケアを支えるネット

ワークの整備 

（3) 介護保険施設・福祉施設の適

正配置 

(4) 介護職員の人材確保 

（5）高齢者にやさしいまちづくり

の推進 

２ 高齢者の社会参加と生きがいづくりの推

進 

(1) 交流活動の促進 

(2) 生涯学習への支援 

(3) 就労への支援 

(4) 社会参加の促進 

(5) 老人福祉センターの活用 

３ 介護予防の推進 （1）住民主体の通いの場による健

康づくりと介護予防の推進 

(2) 介護予防教室の充実 

４ 高齢者の在宅福祉の充実 （1）ひとり暮らし高齢者等に対す

る支援の充実 

５ 認知症施策の推進 (1) 認知症施策の充実 

６ 地域における自立した日常生活の支援 （1）生活支援サービス体制の整備 

７ 高齢者の安全・安心の確保 

 

 

(1) 行政と地域の連携 

（2）地域のコミュニケーションの

推進 

(3) 感染症対策の推進 



 
第４章 施策の展開 
 

１０ 

 

第４章 施策の展開 

１ 地域包括ケアの推進 

今後、白石町においても高齢者単独世帯や認知症高齢者が増えると同時

に、様々なケアニーズの増大が予想される中で、介護保険や医療保険のサ

ービスだけでなく、地域における見守りや生活支援、権利擁護などの支援

が切れ目なく提供出来るように体制づくりを行います。 

 

(1) 地域包括支援センターの機能強化 

地域の高齢者の心身の健康の保持・増進、保健・福祉・医療の向上、

生活安定のために必要な援助、支援を包括的・継続的に行う機関として

地域包括支援センターを設置しています。地域包括支援センターでは総

合相談支援事業、権利擁護事業、包括的・継続的ケアマネジメント支援

事業を行い多様化している高齢者の問題に対応していきます。 

「地域包括ケアシステム」の充実に向けて、地域包括支援センターは

職員の確保や資質向上、地域ケア会議を活用してのケアマネジメントの

強化等、これまでの取組を推進していきます。 

 

①  総合相談支援事業 

   地域包括支援センター並びに町内３ヶ所ある在宅介護支援センタ

ーの高齢者相談窓口としての周知を行います。また、民生児童委員会

を始め各種団体に対し、高齢者問題理解のための研修会を行い、介護

者の地域での孤立化の防止を図ります。その他、民生委員や近隣住民、

警察、地域商店等も含めた見守りネットワークを充実させ、地域での

ニーズ把握に努め、介護保険サービスにとどまらないさまざまな情報

提供や継続的・専門的な相談支援を実施し、高齢者が住み慣れたとこ

ろで安心して暮らせるように、適切なサービスにつなげるための相

談・関係機関との連携による対応を行います。 

 

② 権利擁護事業 

   高齢者虐待や消費者被害の防止など、高齢者の権利擁護にかかわる
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相談対応を実施します。高齢者虐待については、見守りネットワーク

の強化を図り早期発見に努めます。さらに、高齢者虐待の対応では迅

速かつ適切な対応が求められるため、弁護士や警察など専門機関との

連携を図ります。 

   また、高齢者の権利、財産を適切に守るための成年後見制度を円滑

に利用できるように普及啓発に努めるとともに、経済的に困難な場合

でも、成年後見制度が利用できるよう成年後見利用支援事業を充実さ

せることで、高齢者の権利擁護を図ります。 

 

③ 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

   高齢者が地域で暮らし続けるためには、在宅と施設と病院の間で、

継続的なケアマネジメントが途切れることなく一貫して実践できる

よう、地域包括支援センターは、関係機関と連携を取りながら、地域

包括ケアの実現につなげていきます。 

 

(2) 地域包括ケアを支えるネットワークの整備 

地域全体が一体となって高齢者を温かく切れ目なく支援していける

ような環境や仕組み「地域包括ケアシステム」を充実することで、高齢

者ができる限り住み慣れた地域で尊厳をもって生活を送ることができ

るようにします。 

「地域包括ケアシステム」の充実と共に、その総合調整を行うための

地域包括ケア会議（①見守りネットワーク②地域ケア会議③医療・介護

等関係者ネットワーク）を設置し、地域包括支援センターが中心になっ

て、高齢者を支えるネットワークの充実を図ります。 

 

① 見守りネットワーク 

   高齢者が地域で安全で安心した生活を送れるように、民生児童委員

会、駐在員会、婦人会、老人クラブ、社会福祉協議会、商工会、警察

等といった高齢者と関わりの多い関係団体機関やサービスの提供を

行っている事業者と情報交換や連絡を行い高齢者の現状や実態を把

握し、ニーズに対応した支援に努めます。 
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また、見守りネットワークの体制強化により、認知症高齢者や徘徊

高齢者の早期発見、高齢者虐待や消費被害の未然防止に努め、高齢者

の権利擁護を図ります。 

 

② 地域ケア会議 

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう､ 介護支

援専門員、医療機関等地域の関係機関との連携体制を強化し、ケアマ

ネジメントの後方支援及び環境整備と介護支援専門員のサポ―トを行

います。また、地域ケア個別会議を実施し、要介護等の支援内容の検

討を関係機関で行い、地域における自立した生活を営むための協議を

行います。 

     

③ 医療・介護等関係者ネットワーク 

   医療と介護両方を必要とする状態の在宅高齢者が住み慣れた地域

で自分らしい暮らしを続けることができるよう、地域における医療・

介護の関係機関が連携して、包括的かつ継続的な在宅医療・介護を提

供することが重要です。このため、関係機関が連携し、多職種協働に

より在宅医療・介護を一体的に提供できる体制を強化するため、在宅

医療・介護連携推進事業により、武雄杵島地区医師会と緊密に連携を

行いながら、関係機関の連携体制の強化を図っていきます。 

また、医療及び介護に関する研修会や情報交換を行い、地域での介

護をより充実させていくためのネットワークづくりを行います。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
第４章 施策の展開 
 

１３ 

 

 

 



 
第４章 施策の展開 
 

１４ 

 

(3) 介護保険施設・福祉施設の適正配置 

介護保険事業は、３市４町で組織する杵藤地区広域市町村圏組合で行

っています。 

そのため、杵藤地区広域市町村圏組合で策定する第８期介護保険事業

計画の基本方針及び目標に基づき、介護保険施設、地域密着型生活介護

など居住系施設だけでなく、地域包括支援センター、その他の高齢者福

祉施設など既存の地域資源を含めて、施設の機能・役割と適正配置など

について検討します。 

また、地域共生ステーション（宅老所）についても今後の動向等見守

っていきます。 

 

町内の高齢者福祉関連施設        （令和３年２月末資料） 

種    別 施設数（定員） 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） ２（１１６床） 

介護老人保健施設 ２（１６０床） 

介護療養型医療施設 ２（１６６床） 

軽費老人ホーム（ケアハウス） １（ ４０名） 

通所介護（デイサービスセンター） １２（２４９名） 

通所リハビリテーション ５（２０３名） 

認知症対応型共同生活介護 

（認知症高齢者グループホーム） 
５（ ６３名） 

認知症対応型通所介護 

（認知症対応型デイサービス） 
２（ １５名） 

有料老人ホーム ５（１６３名） 

短期入所生活介護（ショートステイ） ２（ １９名） 

短期入所療養介護（ショートステイ） ４ 

地域共生ステーション（宅老所） ５（ ６２名） 

在宅介護支援センター  ３ 

地域包括支援センター  １ 
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（4）介護職員の人材確保 

  高齢化が進み、介護需要が高まる中、介護事業の現場では担い手不足     

が深刻な問題になっています。介護施設等が安定した介護サービスの提

供が可能となるよう、町内の介護事業所に就職する者へ支援を行い、人

材の確保に努めます。 

 

(5) 高齢者にやさしいまちづくりの推進 

  高齢者に配慮したまちづくりを進めていくことは、すべての人が住み

やすい社会になっていくことにつながります。公共施設や歩道など、高

齢者の安全に配慮した整備を行っていきます。また、コミュニティタク

シー（いこカー・予約制いこカー）の充実を図り、買い物や通院の足を

確保することで高齢者が気軽に出かける機会をつくります。  
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２ 高齢者の社会参加と生きがいづくりの推進 

平均寿命が８０歳を大きく上回る中、高齢であっても健康で活動的な方

も多くみられます。 

高齢者にとって住み慣れた地域での生活は多くの高齢者の望みです。充

実した豊かな生活を送るためには、学習活動や軽スポーツ、趣味などの生

きがい活動は重要な役割を担っており、生涯学習を取り入れた学習活動や

スポーツ活動をニーズに応じて積極的に行うことができる環境づくりに努

めます。 

また、老人クラブ活動やサークル活動などの地域における交流活動につ

いては、地域社会への参加と生きがいづくりを促進するという観点からも、

その活性化を図ります。 

 

(1) 交流活動の促進 

老人クラブ活動を支援するとともに、高齢者が地域住民と積極的に交

流していく機会（地域行事やサロン等）の充実を支援します。特に各地

域における閉じこもりがちな高齢者の居場所づくりに努めます。  

 

(2) 生涯学習への支援 

関係機関との連携を図りながら、多様化するニーズを把握しつつ、高齢

者がいつでも自由に学ぶことのできる環境づくりを行います。そのため

には、教室等の内容の充実及び情報提供に努めます。 

また、町民の生涯学習活動を支援するため１０人以上のグループや団体

に、職員が出向き専門知識を生かした説明を行う「まちづくり出前講座」

が更に活用されるよう、内容の充実とＰＲに努めます。  

 

(3) 就労への支援 

高齢者が経験や知識、技術等を活かしながら、意欲や関心を持って社会

活動に参加し、生きがいをもって働くことができるよう、シルバー人材

センターの周知を図り、地域資源を活用した多様な活動の場を提供し高

齢者の就労機会の確保に努めます。 
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(4) 社会参加の促進 

高齢者の中にも、健康で就労意欲のある人や地域の活動などへの参加を

希望している人がいます。また、高齢者が社会参加することは、生きが

いを感じ、自立した生活をいつまでも送るためにも大切な要素となりま

す。 

このため、高齢者自身が長年培った知識や経験などを勤労や地域に生か

し、お互いに協力し、社会的な役割を担い貢献していく生きがいとやり

がいのもてる、ボランティア活動等多様な機会を創出し、社会参加を積

極的に促進します。 

 

(5) 老人福祉センターの活用 

健康づくりや生きがい活動の拠点として、また、高齢者の活動拠点の

ひとつとして位置づけ気軽に利用できる環境を作り、住民主体の地域福

祉活動の展開を図っていきます。 
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３ 介護予防の推進 

 介護予防事業として「介護予防・日常生活支援総合事業」を実施してい

ます。当該事業において、介護予防教室の実施や介護予防ボランティアの

育成など、地域全体で健康づくりや介護予防に取り組むことができるよう

な仕組みづくりを進めてきました。 

 令和元年度から通所型サービスを実施し、地域主体で積極的に介護予防

活動を行う健康体操サロンの支援を行っています。 

 今後も、従来の介護予防事業に加え、健康な高齢者を含む地域住民やボ

ランティアなどの活動を介護予防事業の中心に位置づけ、連携を図りなが

ら、介護予防の推進に努めます。 

 

(1) 住民主体の通いの場による健康づくりと介護予防の推進 

 住民主体の通いの場である健康体操サロンの運営を支援し、介護予防ボ

ランティアの育成を図っていきます。また、介護予防ボランティアと連携

し、地域高齢者の状況把握に努め、介護予防教室等に繋げていきます。  

 

(2) 介護予防教室の充実 

  保健・医療の専門職が、心身の状況、置かれている環境等に応じたプロ

グラムを複合的に実施し、要介護状態となることへの予防又は要介護状態

の軽減、悪化の防止及び地域における自立した日常生活を行うことの支援

を目的とした介護予防教室を実施しています。 

  今後も介護予防教室の充実を図っていくとともに、対象者の把握に努め、

参加を促していきます。 
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４ 高齢者の在宅福祉の充実 

高齢者の増加とライフスタイルの変化により、ひとり暮らし高齢者や高

齢者世帯も年々増加傾向にありますが、介護が必要な状態になっても、高

齢者が住み慣れた地域で安心して快適に過ごせるよう、介護保険サービス

に加えて各種の福祉サービスの充実を図っていく必要があります。  

 

  高齢者のいる世帯数                （単位：世帯） 

 

                          国勢調査資料 

 

(1) ひとり暮らし高齢者等に対する支援の充実 

ひとり暮らしの高齢者等の保健衛生、福祉の向上及び経済的負担の軽

減を図るため、介護保険制度によるサービスの他、町独自の在宅福祉サ

ービスの充実を図ります。 

 

① 生きがい活動支援通所事業 

 家に閉じこもりがちな高齢者に対し、通所により各種サービスを提

供し、社会的孤立感の解消と心身機能の維持向上等を図ることにより、

生きがいを見い出せるよう支援を行います。 

比較的元気で介護保険の対象とならないおおむね６５歳以上の高

齢者に、介護予防体操、趣味活動、生きがい活動、送迎等の各種サー

ビスを提供します。 
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【利用状況及び見込み数】令和元年度までは実績 

区 分 平成 30年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5年度 

登録者数 98 84 80 85 90 90 

参加延人数 4,022 3,388 3,000 3,500 3,800 3,800 

 

② 食の自立支援事業 

 調理が困難なひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯等に対して、食

事を提供すると同時に安否確認を行うことにより、高齢者が健康で自

立した生活を送ることができるよう支援することを目的としていま

す。 

おおむね６５歳以上の単身世帯、高齢者のみの世帯等や身体障害者

で、食の自立の観点から、心身の状況、その置かれている環境、対象

者及びその家族等の情報や、社会資源の状況等などを総合的に勘案し

配食サービスを提供します。毎年アセスメント調査を実施し、状況を

判断したうえで、他のサービス等の検討も行います 

 配食サービスは、１日に２回（昼食・夕食）の週６日を限度に実施

し、配達時に利用者の安否確認を行っています。また、高齢者のニー

ズも多様化している中で、民間事業者等の情報も収集しながら事業を

継続していきます。 

【利用状況及び見込み数】令和元年度までは実績 

区 分 平成 30年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5年度 

登録者数 44 49 45 50 55 60 

 

③ 生活管理指導短期宿泊事業 

高齢者を一時的に施設に宿泊させ、生活習慣等の指導を行うととも

に体調調整を図り、要介護状態への進行を防止することを目的として

います。 

高齢者と同居する家族が、疾病、冠婚葬祭等により不在となる場合

や虐待等一時的に養護する必要があると認められる場合に、特別養護

老人ホーム等の施設を活用して、高齢者を宿泊させ、生活習慣等の指
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導を行うとともに体調調整を図り、要介護状態への進行を予防します。

また、介護者に代わって要援護高齢者を一時的に介護する必要がある

場合にも利用できます。 

今後も事業についての周知を継続していきます。 

【利用状況及び見込み数】令和元年度までは実績 

区 分 平成 30年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5年度 

利用者数 3 3 3 3 3 3 

 

④ 紙おむつ等購入助成事業 

介護用品購入の一部を助成することで、在宅での介護を必要とする

高齢者とその家族の経済的負担の軽減を図ることを目的としていま

す。 

常時失禁状態にある在宅の高齢者で、住民税非課税の方に対し、紙

おむつ・尿取りパット購入費の一部を助成します。 

利用者は、減少傾向ですが、引き続き事業の周知を行っていきます。 

【利用状況及び見込み数】令和元年度までは実績 

区 分 平成 30年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5年度 

利用者数 9 5 6 8 10 10 

 

⑤ ひとり暮らし老人等緊急通報システム事業 

緊急通報機器を貸与することにより、緊急時に迅速かつ適切な対応

を図り、在宅での安心した暮らしを実現することを目的としています。 

おおむね６５歳以上のひとり暮らしや寝たきりの高齢者宅に緊急

通報システム装置を貸与し、高齢者が家庭内で病気等の緊急事態に陥

ったときにその装置を用いて委託先の警備会社等に通報することに

より、必要な救助活動等を行い、高齢者の安全確保を図ります。 

また、月 1 回の委託業者による訪問で、安否確認を兼ねた生活状況

全般の確認や通報器の試験通報を行います。 
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【利用状況及び見込み数】令和元年度までは実績 

区 分 平成 30年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5年度 

設置者数 48 40 42 45 45 50 

 

⑥ 住宅改良事業費補助事業 

 高齢者が住み慣れた自宅で快適に生活できるよう支援することを

目的としています。 

在宅で所得税非課税世帯に属する要介護、要支援者高齢者が、住み

慣れた地域で安心して生活できるよう、住宅を改良するための費用の

一部を助成します。 

在宅高齢者の費用負担の軽減のため、今後も継続していきます。 

【利用状況及び見込み数】令和元年度までは実績 

区 分 平成 30年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5年度 

利用者数 2 1 1 2 3 3 

 

⑦ 軽度生活援助事業 

在宅のひとり暮らし高齢者等に日常生活上の軽易な家事援助（買い 

物、調理、清掃、洗濯など）を行うことで、自立した在宅生活の継続

と要介護状態への進行防止を図ることを目的としています。  

ヘルパーが軽易な日常生活の援助を行うことにより、在宅のひとり

暮らし高齢者等の自立した生活の継続を可能にするとともに、要支援

及び要介護状態への進行を予防します。 

要介護認定を受けていない高齢者及び介護認定審査会において非

該当となった高齢者の安心できる生活のために事業を進めていきま

す。 

【利用状況及び見込み数】令和元年度までは実績 

区 分 平成 30年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5年度 

利用者数 3 4 6 7 8 8 
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⑧ 老人ホーム等入所（居宅）措置事業 

生活環境上、経済的、虐待等の理由により居宅での生活が極めて困

難な高齢者に対し、施設入所措置を実施し、安定した生活を確保する

ことを目的としています。 

家庭環境や経済的理由により家庭で生活することが困難な高齢者

の入所施設として、近隣の養護老人ホームとの連携を図り、自立した

生活のために必要な指導、支援を行います。また、被虐待高齢者の措

置等を含め円滑な対応に努めます。 

【措置状況及び見込み数】令和元年度までは実績 

区 分 平成 30年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5年度 

入所利用者数 7 6 7 8 9 10 
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５ 認知症施策の推進 

 

(1) 認知症施策の充実 

    高齢化の進展に伴い、認知症高齢者は今後さらに増加すると見込ま

れています。認知症高齢者が尊厳を保ちながら住み慣れた家庭や地域で

生活を送ることができるようにするためには、地域住民が認知症を正し

く理解し、地域全体で認知症高齢者とその家族を見守り、支援すること

が必要であり、認知症に関する正しい知識の普及啓発は重要な課題です。 

   認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて、医療・介護等が連

携し、認知症の早期診断・早期対応につなげていきます。 

認知症高齢者等が尊厳を保ち安心して暮らすことができるよう、成年

後見制度の普及や虐待防止など、高齢者の権利擁護に向けた取り組みを

推進します。 

   また、若年性認知症は、社会や家庭で重要な役割を担っている時期

に発症するため、早期受診を促し、関係機関へつなげていきます。  

 

① 普及啓発の推進 

認知症への住民の理解や関心は徐々に高まってきていますが、まだ

十分に理解されているとはいえません。認知症を医療や介護、福祉に

携わる者だけでなく、住民が広く理解することが、本人や家族等を支

えることにつながります。 

このため、認知症に関する正しい理解を促進するとともに、認知症

の原因や予防、適切な介護のあり方等についても知識の普及に努めま

す。 

 

② 地域との連携 

住民主体の通いの場である健康体操サロンにおいて、認知症予防に

関する取組の実施をお願いします。また、認知症による高齢者の行方

不明等が発生した際に、地域の方々と安否情報を共有できるサービス

である「高齢者見守り支援シール」を利用し、早期保護を図ります。 
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③ 認知症初期集中支援事業の実施 

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地

域で暮らし続けられるために、認知症の人やその家族に早期に関わる

「認知症初期集中支援チーム」により、早期診断・早期対応に向けた

支援を実施します。 

この事業は、看護師、精神保健福祉士等の専門職で構成される「認

知症初期集中支援チーム」が認知症の方の自宅を訪問し、適切な医療・

介護のサービスに結びつけることを目的に実施します。  

 

④ 権利擁護・虐待の防止 

認知症等により判断能力が衰えた高齢者が、悪徳商法の被害者とな

ったり、身体的、経済的な虐待や財産侵害を防ぐため、成年後見制度

事業や地域福祉権利擁護事業など、高齢者の権利擁護に関する制度の

利用促進を図ります。また、高齢者虐待の早期発見・早期対応を図る

ための体制の充実強化及び高齢者虐待の防止に向けた普及啓発を行

うとともに、擁護者等の負担軽減を図り発生防止に努めます。 

 

  ⑤ 交流の場の確保     

    認知症になると、気力の喪失や失敗への不安から、家に閉じこも

りがちになり、社会との接点を失い、より進行が加速してしまう恐

れもあります。 

また、介護者にとっても、家庭の中で介護を続けることは大きなス

トレスとなります。 

このような状況を回避し、当事者や家族だけでなく、同じ状況の仲

間や専門職、地域の人々が集まり交流を行う場である「認知症カフェ」

を町内３ヵ所で開催し気軽に集える場所を確保します。 
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６ 地域における自立した日常生活の支援 

 

（1） 生活支援サービス体制の整備 

少子高齢化の進行に伴い、要介護状態になっても、住み慣れた地域

で自分らしい暮らしを人生最期まで続けることができるよう、生活支

援サービスの充実を図るとともに、地域における支え合いの体制づく

り（地域ケアシステムの構築）に取り組み、生活支援等サービスの提

供体制の構築に向けたコーディネーターを配置し活動を行っていきま

す。地域の課題について、住民が主体となり話し合う場を設け、地域

課題に対する自助・互助の創出を目標に進めていきます。  
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７ 高齢者の安全・安心の確保 

 

(1) 行政と地域の連携 

  災害時に避難する場合、高齢者や重度の障害のある人などは機能の

低下から避難が遅れ被災することが考えられます。行政は避難場所な

どの避難情報を事前に提供しておくことが重要です。また、自力で避

難することが困難な人の、避難行動要支援者名簿を基に具体的な支援

プランの策定などを進め、行政と地域住民の救援活動への参画を促し

ます。 

また、高齢者を狙った悪徳商法や振り込め詐欺などの消費者被害を

未然に防ぐため、防犯に関する意識の啓発に努めるとともに、地域の

関係団体との情報を共有し、被害にあった場合は、迅速かつ適切に支

援が行えるよう努めます。 

 

(2) 地域のコミュニケーションの推進 

   高齢者の一人暮らしや高齢者世帯が増える中で、高齢者が安全で安

心して生活するために、家の中で過ごしがちな高齢者が地域住民（ボ

ランティア等）と自宅から歩いていける場所に気軽に集い、ふれあい

を通して生きがいづくり、仲間づくりの輪を広げ、また地域の介護予

防の拠点となるサロン事業の推進に努め、住民同士が支え合いながら

暮らすことができる環境づくりに取り組んでいきます。  

 

(3) 感染症対策の推進 

   新型コロナウイルス感染症が流行し、高齢者の外出や交流の機会が

減ることで、心身の健康確保や介護予防の活動が縮小しています。 

   新型コロナウイルス等感染症を防止し、高齢者が安全に外出や交流

の機会をもつことができるよう、「新しい生活様式」の実践について

啓発を行うとともに、安全に通いの場であるサロン等を開催できるよ

う支援していきます。 
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第５章 計画の推進 

 

 高齢者が適切なサービスを利用するためには、サービスの提供体制を整

備する必要があります。そこで、利用者が幅広い選択肢の中から希望に応

じた、適切なサービスが利用できるよう、体制強化に努めます。 

 

１ 相談・情報提供体制の充実 

 

（1） 身近な機関による相談体制の充実 

介護保険制度をはじめ福祉サービス等に関する利用者の相談に総合

的に対応できるよう、地域包括支援センターにおける総合相談体制の

充実に努めるとともに、身近な相談窓口として、町内にある在宅介護

支援センターとの連携を図ります。 

 

（2） 情報提供体制の充実 

介護サービス、健康づくりや介護予防に関する保健事業や福祉事

業・地域福祉活動など様々なサービスや制度について、町広報紙・ホ

ームページやケーブルテレビ放送など多様な媒体を活用し、分かりや

すく住民に提供していきます。 

 

 

２ 関係者・関係団体との連携 

 

（1） 庁内の推進体制整備 

高齢者に対し、より効果的・効率的なサービスが提供できるよう、

各種サービスを提供する担当部局だけでなく、庁内の関係部局との連

携を図ります。 

 

（2） 関係機関との連携 

高齢者に係る幅広い分野にわたる施策の充実のため、介護等サービ

ス事業所、医師会、歯科医師会、薬剤師会、社会福祉協議会、介護保

険事務所、県等の関係機関との連携強化を図るとともに、住民やボラ

ンティア等の地域との協働関係の強化を進めます。 
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白石町高齢者福祉計画策定委員会委員名簿 

（敬称略） 

氏   名 区分（役職名等）  

 百 武 和 義 副町長 会 長 

草 場 祥 則 議会議員代表 副会長 

門 田 憲 治 駐在員会代表  

 光 武 ミエ子 民生児童委員協議会代表  

門 田 和 昭 社会福祉協議会事務局長  

本 告 尊 子 在宅介護支援センターうたがき  

溝 口 克 弘 武雄杵島地区医師会代表  

尾 形 理 恵 武雄杵島地区医師会コーディネーター  

江 口 武 好 老人クラブ連合会会長  

大 串 峰 雄 シルバー人材センター事務局長  

小 森 八重子 ボランティア連絡協議会長  

山 口 光 史 杵藤保健福祉事務所福祉支援課長  
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○白石町高齢者福祉計画策定委員会設置規則 

 

（設置） 

第１条 白石町の老人福祉計画を策定するため、白石町高齢者福祉計画策定委員会

（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、町長の諮問に応じ、白石町高齢者福祉計画に関する事項に関し

必要な審議を行う。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１７人以内をもって組織し、委員は次に掲げる者のうちか

ら、町長が委嘱する。 

（１） 議会の議員 

（２） 民生委員 

（３） 社会福祉事業の実施に関係のある者 

（４） 社会福祉関係団体の代表者 

（５） 医療事業に関係のある者 

（６） 高齢者の代表者 

（７） 行政機関の職員 

（８） 学識経験を有する者 

（９） 駐在員の代表者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から計画策定が完了するまでの期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 委員会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は行政機関の職員として委嘱された委員とし、副会長は委員の互選により

定める。 

３ 会長は会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 



 

３１ 
 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、必要に応じ会長が招集し、会長が会議の議長となる。 

２ 委員会は、委員の定数の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、長寿社会課において行う。 

（その他） 

第８条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、町長が

別に定める。 


